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．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
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新学習指導要領における「基礎学力」の位置付けと
小学校における授業改善
抄録：新学習指導要領においては、2030 年という将来を見据え、進行する社会の構造的な変化への備えを解いている。
子供たちに知・徳・体にわたる「生きる力」を育むことを目指し、人生や社会を切り拓いていくために必要な資質・
能力がバランスよく育まれるよう、学校等段階間や教科等間のつながりを見通した教育課程編成し、「ゆとり」か「詰
め込み」かではなく、基礎的・基本的な知識・技能の習得と思考力・判断力・表現力等の育成の両方を求めている。
本稿では、基礎的・基本的知識の習得の学校全体での取り組みを事例に、「基礎学力」の位置付けと授業改善につい
て論じる。モジュールタイムを使い、計画的に基礎的、基本的知識の習得することが、児童の学習意欲と授業の活性
化の道筋にとって重要であることが示唆された。
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1.  はじめに
　今回の学習指導要領改訂は、2014 年（平成 26）年
11 月 20 日、中央教育審議会への「初等中等教育にお
ける教育課程の基準等の在り方について」諮問より開
始された。その諮問文には、今の子供たちが成人して
活躍が期待される頃の社会について、生産年齢人口の
減少やグローバル化、技術革新により社会構造も大き
く変化し、子供たちが就く職業の在り方 ついても様
変わりするとの見方も示されている。
　成熟社会 迎えた近未来社会においては、多様性を
原動力にして、新たな価値の創造に参加・参画する営
みが必要との認識を示している。2030 年という将来
を見据え、進行する社会の構造的な変化への備えを解
いたのが、今回の学習指導要領改訂である。
　子供たちに知・徳・体にわたる「生きる力」を育む
ことを目指し、人生や社会を切り拓いていくために必
要な資質・能力がバランスよく育まれるよう、学校等
段階間や教科等間のつながりを見通した教育課程編成
について明記している。
　平成 28 年 12 月に公表された「中央教育審議会答申」
で学力については、こう述べられている。『特に学力
については、「ゆとり」か「詰め込み」かの二項対立
を乗り越え、いわゆる学力の三要素、すなわち学校教
育法第 30 条第 2 項にしめされた「基礎的な知識及び
技能」「これらを活用して課題を解決するために、必
要な思考力、判断力、表現力その他の能力」及び「主
体的に学習に取り組む態度」から構成される「確かな
学力」のバランスのとれた育成が重視されることと
なった。』と 1）ある。法律的に見直され 「学力」概
念においては、①基礎的・基本的な知識・技能、②知
識技能を活用して課題を解決するために必要な思考
力・判断力・表現力、③学習意欲の三要素が主要な構
成要素となっている。
　本稿では、ここでいう「基礎的な知識及び技能」に
焦点をあて、これまでの変遷を踏まえて改めてその定
義付け及び教育現場での捉え方の実際について述べて
いくこととする。そして、「基礎的な知識及び技能」
の習得について、その学習内容の充実度を維持しつつ、
問題解決型の学力を伸ばしていくために必要とされる
授業改善の方策について提案したい。
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別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識
－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
Factor Analysis on the Consciousness of ICT Use in People Concerning Special Education
－Training Effects of the Special Education Forum by Videoconference System－
江田 裕介
EDA Yusuke
(和歌山大学教育学部)
要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした
協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変
化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導
の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速
な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー
ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への
不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
なかった。
キーワード：特別支援教育、ICT、テレビ会議システム、教育の情報化、因子分析
和歌山大学教育学部教育実践総合センター紀要 №24 2014
153
新学習指導要領における「基礎学力」の位置付けと小学校における授業改善
12
2.  学習指導要領における「基礎学力」定着の経緯
　平成元年（1989）年告示の学習指導要領において、
文部省（現　文部科学省）は「新しい学力観」を提唱
した。そこでは、「記憶中心の知識偏重の教育」と対
比すべきものとして、「自ら学ぶ意欲の育成や思考力、
判断力などの育成に重点を置く」学力観が提起された。
「新しい学力観」のもと推進されたのが、いわゆる「ゆ
とり教育」であった。学習内容の三割削減、授業時間
の減少、学校週 5 日制の導入、科目横断型「総合的な
学習の時間」の創設などを通して、子供たちに「ゆと
り」を与える主旨であった。学習時間と内容にゆとり
を作った上で、「総合的な学習の時間」を導入し、よ
り生活に根差した問題を考える学習をより自由な発想
を育む教育を目指した。
　しかし、「ゆとり教育」に対して「学力低下」問題
が指摘され、「ゆとり教育」については、文部科学省
が次のような評価を下している。『「ゆとり」や子ども
たちの自主性を強調するあまり、基礎的な学習が軽視
されたり、「総合的な学習の時間」が学習活動ではなく、
「遊びの時間」として受け取られるなど、新しい学習
指導要領の考え方を誤解した扱いが一部になされてい
るのではないか等の指摘もなされております。』（平成
13 年 1 月 24 日　都道府県教育長協議会メモ　文部科
学省）また、文部科学省大臣は、2016 年 5 月 10 日に、
2020 年から始まる新学習指導要領に関し、学ぶ知識
の量を減らさない旨を確認し「ゆとり教育との決別を
明確にしておきたい」と発言している。　 
　文部科学省の学習指導要領「生きる力」改訂の基
本的な考え方には 2）、まず『「ゆとり」か「詰め込み」
かではなく、基礎的・基本的な知識・技能の習得と思
考力・判断力・表現力等の育成の両方が必要』とされ
ており、両者に優劣をつけることはしていない。そし
て、「基礎的・基本的な知識技能」つまり基礎学力の
習得について重視すべき点として、次の 2 点がのべら
れている。
・ 「社会の変化や科学技術の進展等に伴い子どもたち
に指導することが必要な知識・技能について、しっ
かりと教える」
・ 「つまずきやすい内容の確実な習得を図るための繰
り返し学習を行う。」
　この 2 つの項目からすると、つまり基礎学力という
ものは、指導者が児童に対して「しっかりと教え」、「確
実な習得」を図るものであるということとなる。
　また、「思考力・判断力・表現力等の育成」については、
以下の 2 点を重視することが明記されている。
・ 「各教科等の指導の中で、観察・実験やレポートの
作成など知識・技能を活用する学習活動を充実する。
・ 教科等を横断した課題解決的な学習や探求的な活動
を充実する。
　先に述べた「基礎学力」については、指導者がきっ
ちりと教え、繰り返しながら確実な習得を目指すもの
であったが、更にその基礎学力を発揮する場（思考・
判断・表現する場）を充実させて、いわゆる「問題解
決型の学力」も伸ばしていくという方針と受け取れる。
ここでは、文部科学省の目指す方向として、「二兎を
追う」という意図がはっきり示されたといえる。
　中央教育審議会答申にはこうある。
　『2. 小学校　（1）小学校教育の基本と、低・中・高
学年それぞれの課題　低学年においては、その 2 年間
の中で生じた学力差が、その後の学力差の拡大に大き
く影響しているとの課題が指摘されている。学習の
質に大きく関わる語彙量を増やすことなど基礎的な知
識・技能の定着や、感性を豊かに働かせ、身近な出来
事から気付きを得て考えることなど、中学年以降の学
習の素地を形成していくとともに、 一人一人のつまず
きを早期に見いだし、指導上の配慮を行っていくこと
が重要となる』3）と述べられている。
　「一人一人のつまずきを早期に見いだし、指導上の
配慮を行っていくことが重要となる」との記述がある
が、この箇所だけでも実際の指導場面においては様々
な検討が必要である。ここでいう「つまずき」とは何
か、どういう状態であるのか、「早期」とはどの学年
のどの段階であるといえるのか、「指導上の配慮」と
は具体的にどういったものか等については、次項以降
で具体的な事例を取り上げながら検討していきたい。
3.  「基礎学力」定着の取り組み
　前項ではこれまでの答申や学習指導要領等から「基
礎学力」に関する部分を抽出して、その意図するとこ
ろを改めて明示した。そこで、本項では、この「基礎
学力」を定着させるための具体的な取り組みについて
の検討をおこなっていきたい。
　現場の声として、子供の「基礎学力」の実態を語ら
れるときにまずは、「計算の誤答が多い。4 年からの
計算につまずく子供がいる。」「漢字が書けないことで
学習意欲がない。」「本がすらすらと読めない。」とい
う事が挙げられる。
　「主体的・対話的で深い学び」ができるようになる
には、基礎としての読み書き計算の理解と習熟がまず
は求められる。「基礎学力」である「読み書き計算」
の力を底上げをして、「主体的・対話的で深い学び」
へとつなげるという両面作戦が重要になっている。
　「基礎学力」を伸ばす実践は、クラスや学年で行わ
れることは多いが、学校全体で取り組む報告は少ない。
そこで、本研究は、学校ぐるみで、「基礎学力」を伸
ばしている学校の事例を通して、基礎から応用への授
業改善の道筋を検証したい。
．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識
－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
Factor Analysis on the Consciousness of ICT Use in People Concerning Special Education
－Training Effects of the Special Education Forum by Videoconference System－
江田 裕介
EDA Yusuke
(和歌山大学教育学部)
要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした
協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変
化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導
の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速
な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー
ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への
不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
なかった。
キーワード：特別支援教育、ICT、テレビ会議システム、教育の情報化、因子分析
和歌山大学教育学部教育実践総合センター紀要 №24 2014
153
和歌山大学教職大学院紀要　学校教育実践研究　No.2　2017
13
4.  B小学校の事例
4. 1.  概要
　基礎学力向上の取り組みについて典型的な事例と
して A 県内の B 小学校の実践をあげる。B 小学校は、
A 県の中央部に位置し自然環境に恵まれた地域。児
童数 745 名、各学年 3 〜 4 学級の中規模校。地域の協
力にも恵まれ PTA 活動も大変盛ん。学校の取り組み
として「学力向上プロジェクト」「生活改善プロジェ
クト「なかまづくり推進プロジェクト」の 3 つの柱を
立て取り組んできた。2006 年度より週 3 時間の「モ
ジュール学習」を取り入れ、読み・書き・計算等の基
礎学力向上にも力を入れてきている。
4. 1. 1. 学力実態
　B 小では、4 月当初の学力実態を把握するために全
校で「到達度テスト」（資料 1）を実施した。「到達度
テスト」とは、1 年生から 6 年生までの計算と漢字を
各学年十問ずつ作成したものである。「到達度計算テ
スト」と「到達度漢字テスト」の 2 種類である。1 年
から 6 年の問題を合わせると 60 問になる。
　4 月の第 1 回到達度テストは、前学年の問題なので
6 年生なら、1 年から 5 年の 50 題を実施した。
　6 年生の結果から述べる。6 年生は漢字については
二極分化傾向にあり、平均すると 70% となるが、極
端に点の取れない層と高得点の層が大きく離れてい
る。
　計算力も同じ傾向にあったが、漢字ほどの乖離はみ
られない。この乖離については、学級間の取り組みや
意欲の差、学習の積み重ねの差が大きく出ているとみ
られる。
　到達度テストから、どこの学年のどの問題からでき
ていないのかを分析する。できていない箇所を「つま
ずき」と定義する。計算においては、4 年生のわり算
から誤答が急に増えてくる。この「つまずき」は 3 年
生で学習する 一桁の「わり算」の習得が十分でない
ことが起因する。到達度テストでは、わり算の問題を
すべて網羅してはかることができないので、わり算に
ついては、別途わり算の定着度をはかるためのわり算
テストを実施し、どの問題ができていないかを把握す
る。（資料 2）
4. 1. 2.  全校で取り組むモジュールタイムについて
　B 小では毎週月・木曜日の 1 校時目を「モジュール
タイム」と呼び、45 分の授業時間を 15 単位の 3 つに
分けて、それぞれ「読み」「書き」「計算」に集中的に
取り組んでいる。
　モジュールタイムの目的は、①やる気の促進②基礎
学力の向上③良い学習習慣と学習規律の確立である。
B 小の子供たちの学力向上を目指す上で、まずは学習
の基本となる力をしっかりと定着させることと「話を
きちんと聞き取る」「目的を明確につかむ」「時間を意
識する」「落ち着き集中して作業する」等の良い学習
習慣を身につけさせることを柱としている。こうした
一人一人が持つ力を引き出した上で「子ども同士の学
び合いや高め合いのある授業いかにして作り出してい
くのか」を当該年度の最重要課題としてきた。
　「モジュール学習」と日々の授業を結びつけ、授業
の活性化をはかり子供たちの生き生き活動する授業を
追求すること目指していた。
4. 1. 3.  研究内容及び実践事例
（1）研究の内容
　事例としてあげるのは、6 年生 4 学級の取り組みで
ある。（2009 年度）
　6 年生の児童の学習規律および生活規律は 4 月当初
から大変困難な状況であった。学習用具の準備、学習
意欲、立ち歩きや私語が絶えなく続く状況の中で、本
校が取り組む「モジュール学習」を実施した。「モジュー
ル学習」を通して学習習慣を身につけ、基礎学力の定
着をはかること、授業内容をすべての児童が参加し理
解できる内容に改善することにより、落ち着きを取り
戻し、本来の学習意欲と学力の向上を取り戻せるので
はないかという仮説を立て継続的な取り組みを行って
きた。
（2）研究の進め方「モジュール学習の概要」
①「基礎学力」定着のための「小テスト」（資料 3）
を実施し、一人一人の弱点を把握すると同時に、スキ
ルアップを目指してきた。
②音読並びに経過学年にさかのぼっての漢字・計算の
定着をはかる。
※各学年共通の『国語わくわく音読の森』（資料 4）
を作成し 6 年間活用する。
③すべての児童が学力格差に関係なく取り組める「カ
ルタ活動」を取り入れ意欲の向上をはかる。
※ 1 年 2 年『ことわざカルタ』3 年 4 年『百人一首』
5 年『都道府県カルタ』6 年『歴史人物カルタ』『世界
地図カルタ』
④毎月 1 回の検定テスト（資料 5）を行い、児童の学
力実態を適時正確に把握し、指導のポイントを明確に
する。
（3）実践事例
1　「モジュール学習」の取り組み
　「小テスト」は、漢字 20 問・簡単な算数（計算）・
社会科の基礎的事項を A4 用紙に必ず入れ、定着をは
かってきた。計算と社会については、終了後正解の確
認と「つまずき」の原因を取り上げる。間違いが多い
問題については、一斉に指導し、なぜ、つまずいた
．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識
－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
Factor Analysis on the Consciousness of ICT Use in People Concerning Special Education
－Training Effects of the Special Education Forum by Videoconference System－
江田 裕介
EDA Yusuke
(和歌山大学教育学部)
要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした
協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変
化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導
の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速
な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー
ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への
不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
なかった。
キーワード：特別支援教育、ICT、テレビ会議システム、教育の情報化、因子分析
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かを考えさせたり、説明したりする指導を行った。間
違いの頻度の高いものは繰り返し出題し、同じ間違い
をしないことを重点に指導を行ってきた。
　音読は詩や百人一首、ことわざ、漢字など、次のカ
ルタ活動に生かせるものも取り入れながら暗唱できる
ことを目指して取り組みを継続した。当初は声を出す
ことにも自信のなかった児童であったが、次第に意欲
や自信もみられるようになった。暗唱する分量を子供
たちの実態に合わせて、最初は少なくすることで 2 週
間の取り組みで暗唱もできるようになった。そうする
ことでだんだんと長い文章の暗唱もできるようになっ
てきた。与える漢字については、当該学年の 6 年の漢
字だけでなく、つまずきが多くみられた 4 年の漢字に
さかのぼって復習を繰り返した。「面積」と「業績」。「覚」
と「賞」の「かんむり」の違いなどの誤答が多かった。
間違いやすい漢字を「小テスト」の問題に取り入れな
がら指導することを欠かさず行ってきた。
　わり算の「÷ 2 ケタ」5 年の小数のわり算「余りの
あり」および「概数の処理」は誤答率が高い問題である。
こういう問題については、一定の時間をとって、もう
一度説明したり、小テストの中に問題を出すようにし
た。5 年の問題の基礎となる 4 年の問題や、四捨五入
など、5 年の問題を解くために前提の力を養う問題も
小テストの中に盛り込んだ。
③「カルタ活動」では、漢字の部首・ことわざ・歴史
の人物・都道府県・百人一首を行ってきた。暗唱を通
して身につけた力が、努力の成果としてカルタの対
戦をとおして実感できること、ルールに則って進める
ことで学習がより楽しく取り組めることを学んだ児童
は、生活規律や学習規律にも改善をみせるようになっ
た。
④検定テストでは「漢字」と「計算」を 1 年生までさ
かのぼってつまずき箇所の発見に努めてきた。到達度
テストで、各学年の全体的な傾向はつかめるが、すべ
ての問題を網羅することができていないので、検定テ
ストに中に到達度テストでは、はかることができな
かった問題を入れるようにした。
　その中で見えてきたのは、学習規律や生活規律に欠
ける児童に共通した傾向があることで、以下の 3 点を
指摘することができる。
・漢字については 2 〜 3 年生の頃から誤答率が高くな
り、4 年の漢字については 50% に達しないので、当
該学年の漢字には取り組む意欲が下がる。
・計算については「百マス計算」などの基礎計算には
取り組むが、くり下がりのあるもの、わり算の筆算な
どになると、手が止まることなどから、商の立て方や
困難と感じた時に計算を投げ出すことなどである。
・このため検定テストの学級の学力分布は下記のよう
に対象テストの学年が上がるにつれて、望ましい J 曲
線から中央が高くなる A 曲線そして上位と下位に分
化する M 型へと次第に二極分化傾向を強めているこ
とである。
2　課題のある児童へのはたらきかけ
　C 君は、昨年度の登校日は 120 日。しかし、ほとん
ど教室には入ることができず保健室で過ごす毎日だっ
た。一時間から二時間の遅刻、そして給食前の早退な
ど、学級の児童の中で学習することができない状態が
続いていた。朝の出欠で姿が見えない時はすぐに自宅
に電話を入れて登校を促し教師が迎えにいく。登校し
たら担任が保健室に行って様子を確認する。見計らっ
て、学級の子供たちが誘いに行くことを続けた。
　C 君には、学級での学習・生活のリズムをつくるた
①望ましい J型
②中央が高くなるA型
③上位と下位に分化するM型
《5 月検定計算力テスト 3 年〜 5 年の分布の変化》
．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識
－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
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協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変
化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導
の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速
な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー
ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への
不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
なかった。
キーワード：特別支援教育、ICT、テレビ会議システム、教育の情報化、因子分析
和歌山大学教育学部教育実践総合センター紀要 №24 2014
153
和歌山大学教職大学院紀要　学校教育実践研究　No.2　2017
15
め「朝の会は何をする。一時間目の国語の最初はカル
タ、次は漢字そして音読。二時間目の算数の最初は計
算、それが終わったら教科書の内容の勉強。」と一日
の流れを書いたプリントを渡して、見通しをもって学
校生活が送れるようにした。「1 時間目は何するのだっ
た ?」と問いかけにすぐに答えられるように指導した。
　最初は、休み時間に姿を見せるだけだった。翌日は
十分間だけ国語で過ごせた。次は一時間、そして、二
時間。このような繰り返しの中で午前中教室で過ごせ
る日も増えてきた。この取り組みで 4 月の欠席は 4 日、
5 月は 3 日、昨年度の欠席日数を大幅に減らした。元
気よく登校し、教室で過ごせる日が増えた。
　一学期当初は休み時間になると「切れる」「手が出る」
「暴言をはく」など、数え切れないほどの 」問題行動
を繰り返していた A 君ですが、少しずつ素直に話を
聞き、謝りにいく姿をみせるようになった。遅れがち
な学習への意欲はなかなか進まなかったが、教師が家
庭での学習のために手渡したカードを「先生、昨日は
漢字を覚えるのにカードを使った。」「計算カードでわ
り算をやってみた。」など家庭で少しずつ取り組んで
いる様子を伝えてくれるようになった。
4. 1. 4.  実践事例 成果と課題
　子供 ちのつまずきを明確にし、適切な指導を繰り
返し行う中で子供の学力の向上に大きな進歩がみられ
るようになった。当初見られた学力格差も「小テスト」
や「カルタ活動」を通して指導の困難さも落ち着きを
取り戻した。新しい個々の課題にも取り組めるように
なってきた。「モジュール学習」の成果が子供の生活
規律や学習規律並びに基礎学力の向上にもつながり、
授業の中でも少しずつ自信をもって参加できるように
なってきた。
1 年〜 6 年の検定の成果と課題　
①計算力テストについて 2009 年度（4 月・5 月・6 月・
10 月・11 月・2 月に 1 年〜 6 年のすべての学年で検
定テストを実施し、計算力の定着と向上を図ってきた。
6 回の検定テストを実施し、計算力には大きな伸びが
見られたが、同時に課題も明確になってきた。
　成果はどの学年にも共通して以下のことをあげるこ
とができる。
・どの学年も概ね 80% の到達度となり、平均点でみ
ると大きな成果が見られる。
・4 年の問題から漸次低下傾向がみられ、わり算、く
り下がり計算等に重点的な取り組みが求められる。
・平均点だけでは一見十分な到達と判断しがちである
が、各学年別対象テストの学力分布のグラフをみると、
3 年生から次第に L 曲線または J 曲線がくずれている。
・個人差の格差が次第に広がり、J 型から A 型、そし
て M 型の傾向をしめしている。
4 月当初に行った「計算到達度テスト」結果
3 年〜 5 年の計算の学力分布の例（1、2 年は略）
（※ 4 学級のうち 1 学級を例示） 
・いずれの学級、学年においても概ね同じ傾向がみら
れ、この個人格差の拡大を今以上大きくならないよう
きめ細かな個別指導並びに授業改善が求められてい
る。
・「くり下がり計算」「わり算÷ケタが大きい問題」「小
数のわり算」等の誤答率が高く、正確な計算力を高め
ていかない限り、この傾向の歯止めはさらに広がると
見られ、重点的な指導が不可欠である。
②漢字検定テストについて（※ 4 学級のうち 2 学級を
例示）
・5 年生の問題は高い定着傾向がみられる。前年に学
習しているので想起しやすいと考えられる。3 年・4
年生問題から 80% を割る傾向がみられ、漢字につい
てはいっそうの達成が求められている。
・漢字の履修数が増え、熟語の数、概念や抽象語の増
える中学年から定着を十分に行っていく必要がある。
・漢字については、計算力以上に個人差の拡大傾向が
大きく、定着率の高い児童と低い児童の格差が大きい
図 1　計算到達度テストにおける 3年時・4年次・
5年次の得点分布
図 2　漢字検定における 3年時・4年次・5年次の
得点分布
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傾向にある。2 年生からほとんど書けないまま上の学
年に上がっていくと考えると、中学年に続く高学年へ
の学習規律「荒れ」の課題として職員全体でしっかり
と 、把握し、全員で方向を定め、定着に向けた取り
組みの改善が必要である。
・計算力に比べて、J 型から A 型、M 型のくずれが早
く、次年度の課題として、再度定着・習熟を学校全体
で取り組まなければならない。
・課題が明確になると同時に、達成度も明確になって
いるので、継続して自信をもって取り組むように児童
へはたらきかけてきた。
5.  結論
　B 校の「基礎学力」定着の取り組みには、特徴的な
点が 3 つある。
　1 つ目は、学校ぐるみで「基礎学力」定着の実践を
行っている点である。「基礎学力」定着の取り組みは、
担任や学年での実践に留まっていることが多い。学校
の実態を教師で共有し、共通理解をはかり、教育課程
を編成し、週に 3 時間 15 分のまとまった時間を「基
礎学力」向上に充てている。
　朝の会の後の「モジュール」が 15 分（月〜金）と
毎週月・木曜日の 1 校時を「モジュールタイム」 と呼
び 45 分の授業時間を 15 分単位の 3 つに分けて、週 2
時間とっている。「モジュール」では「読み書き計算」
に集中的に取り組んでいる。
　2 つ目は、PDCA サイクルに従った実践であるとい
う点である。Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評
価）→ Act（改善）の 4 段階をきちんと踏まえて、繰
り返している点である。
　4 月当初に全学年までの計算と漢字の到達度テスト
をし、その結果に基づいて、「モジュール」の計画を
立てている。それを実行し、小テスト・検定テストな
どで随時評価を加え、改善につなげている点である。
3 点目は、「モジュール」の目的を明確に示している
点である。①やる気の促進②基礎学力の向上③良い学
習習慣と学習規律の確立。
　「モジュール」で「計算・漢字」ができるようにな
ればいいという目的だけではなく、B 小は「基礎学力」
を「授業改善」の土台づくりにも目標を定めている。
また、モジュールの学習内容を計画的にプログラムし、
プリントなどの作成を担任まかせになっていないこと
でより効果が生まれている。
　しかし、同じプリントをただこなしているのではな
い。到達度テスト、検定テストは揃えているが、小テ
ストについては、担任が自分のクラスや学年の学習状
態を把握して、問題の組み換え・補充などを行ってい
る。子供の実態に即した、対応がなされている。
　以上のように、B 校では、モジュールタイムを通じ
て「基礎学力」（読み書き計算）の底上げをはかって
きた。できることが自信となり、授業への参加意欲が
高まったことが認められた。基礎的な学力の底上げは
できつつあると考えられる。
　しかし、「モジュール」を使った「基礎学力」だけ
の取り組みでは、「問題解決型」の授業改善になって
いかない。基礎を前提にして、「主体的で対話的で深
い学び」という問題解決型授業の志向をめざすという
授業改善の道筋について、今後引き続き考察を続ける
こととしたい。
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的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識
－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
Factor Analysis on the Consciousness of ICT Use in People Concerning Special Education
－Training Effects of the Special Education Forum by Videoconference System－
江田 裕介
EDA Yusuke
(和歌山大学教育学部)
要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした
協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変
化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導
の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速
な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー
ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への
不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
なかった。
キーワード：特別支援教育、ICT、テレビ会議システム、教育の情報化、因子分析
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